
　　　　　年齢階級別平均給与額の推移について
○　平均給与額について、５５～５９歳層と６０～６４歳層の間の減額傾向については、平成１４年と平成１８年とでほとんど変化がない。

①規模計 ①規模計

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

　　　 　（注）賃金額は、「きまって支給する現金給与額（※）（平成１８年６月）」である。

　　　※きまって支給する現金給与額：労働契約、労働協約あるいは事業所の就業規則などによって あらか
　　　じめ定められている支給条件、算定方法によって６月分として支給された現金給与額を いう。手取り額
　　　ではなく、所得税、社会保険料などを控除する前の額である。

年齢階級別平均給与額（平成１８年）

②企業規模1,000人以上

③企業規模100～999人 ④企業規模10～99人

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

　　　 　（注）賃金額は、「きまって支給する現金給与額（※）（平成１４年６月）」である。

　　　※きまって支給する現金給与額：労働契約、労働協約あるいは事業所の就業規則などによって あらか
　　　じめ定められている支給条件、算定方法によって６月分として支給された現金給与額を いう。手取り額
　　　ではなく、所得税、社会保険料などを控除する前の額である。

年齢階級別平均給与額（平成１４年）

②企業規模1,000人以上

③企業規模100～999人 ④企業規模10～99人
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出産前後で仕事を辞める女性の約３割が両立環境が整わないことを理由に辞めている。出産前後で仕事を辞める女性の約３割が両立環境が整わないことを理由に辞めている。
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家事、育児に専念するため、自発的にやめた

出産、育児と関係ない理由でやめた

出産を続けたかったが、仕事と育児の両立の難しさでやめた

解雇された、退職勧奨された

その他

特にない

「出産１年前には雇用者で現在は無職」かつ

「就学前の子どもがいる女性」が仕事を辞めた理由

52.8

36
32.8 32.8

28.8
27.2

23.2
21.6

20

12

0

10

20

30

40

50

60

自

分

の

体

力

が

も

た

な

そ

う

だ

っ

た

（

も

た

な

か

っ

た

）

育

児

休

業

を

と

れ

そ

う

も

な

か

っ

た

（

と

れ

な

か

っ

た

）

保

育

園

等

の

開

所

時

間

と

勤

務

時

間

が

合

い

そ

う

も

な

か

っ

た

（

合

わ

な

か

っ

た

）

子

供

の

病

気

等

で

度

々

休

ま

ざ

る

を

得

な

い

た

め

保

育

園

等

に

子

供

を

預

け

ら

れ

そ

う

も

な

か

っ

た

（

預

け

ら

れ

な

か

っ

た

）

つ

わ

り

や

産

後

の

不

調

な

ど

妊

娠

・

出

産

に

伴

う

体

調

不

良

の

た

め

会

社

に

育

児

休

業

制

度

が

な

か

っ

た

育

児

に

対

す

る

配

慮

や

理

解

が

な

い

職

場

だ

っ

た

家

族

が

や

め

る

こ

と

を

希

望

し

た

そ

の

他

（％）（複数回答）

両立が難しかった理由

資料出所 日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成１５年）

（右グラフの注）就学前の子どもがいる、出産１年前には雇用者で現在無職の女性について、「仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立の難しさで

やめた」と回答した者にきいたもの 13



女性が働き続けるのを困難したり障害になること、
就業継続のために必要な事項

75.4

47.2

36.3
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25.3

19.3

17.0

4.8

1.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

育児

介護

家事

家族の理解のなさや反対

夫の転勤

女性に対する職場の理解のなさ

男性優位の職場風土

男女均等な職場でないこと

女性の意欲や能力が劣っているという偏見

その他

不明

（％）
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子育てしながらでも働き続けられる制度や職場環境

やりがいが感じられる仕事の内容

育児や介護のための労働時間での配慮

相談できる同僚や先輩がいること

結婚や出産、育児で女性社員が差別されない職場風土、環境

男女均等な待遇と公正な人事評価

残業があまり多くないこと

勤務時間が柔軟であること

女性を一人前に扱う企業風土

その他

不明

資料出所：（財）21世紀職業財団「女性労働者の処遇等に関する調査」（2005年）

※ 複数回答

女性が働き続けるのを困難したり障害になること 就業継続のために必要な事項

7

0

（％）
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自分の都合のよい時間（日）に働きたいから

勤務時間・日数が短いから

家事・育児の事情で正社員として働けないから

正社員として働ける会社がないから

仕事の内容に興味が持てたから

賃金・待遇がよいから

体力的に正社員として働けないから

すぐ辞められるから

病人・老人等の介護で正社員として働けないから

友人・知人がパートで働いているから

その他

①（平成17年調査）

②（平成13年調査）

（％）

「パート」としての働き方を選んだ理由別割合（複数回答）

（資料出所） ①(財)21世紀職業財団）「平成17年パートタイム労働者実態調査」②厚生労働省「平成13年パートタイム労働者総合実態調査」
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自分の都合のよい時間（日）に働きたいから

勤務時間・日数が短いから

家事・育児の事情で正社員として働けないから

正社員として働ける会社がないから

仕事の内容に興味が持てたから

賃金・待遇がよいから

体力的に正社員として働けないから
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病人・老人等の介護で正社員として働けないから

友人・知人がパート等で働いているから

女

男
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1.0

10.8

14.7

23.5

33.3

36.3

42.2

45.1

55.9

65.7

75.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

特にない

働くことへの不安感を払拭するためのセミナーや個別相談

自分に適した訓練の選定のアドバイス

子育てを含めて障害にわたるキャリア相談

試行的な雇用の場

職業能力開発のための訓練に対する経済的な支援

再雇用制度

放課後児童クラブ等の学童保育の充実

再就職（訓練などの準備活動を含む）のための一時保育

仕事と子育ての両立や再就職の準備に役立つ情報の提供

保育施設の充実

円滑な再就職支援のために必要な支援策

　円滑な再就職のために必要な支援策をみると、「保育施設の充実」の割合が最も高く、「仕事と子育ての両立や再就職の準備に役立つ
情報の提供」、「再就職（訓練などの準備活動を含む）のための一時保育」と続いている。

（資料出所）日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（2003年）
　　　　（注）１　複数回答
　　　　　　　２　1年前には雇用者で現在は無職の就学前の子供がいる女性
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